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第 3次堺市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画の改定について（中間報告素案） 

 

１．計画改定の背景 

 

 堺市では、2016年 3月に「第 3次堺市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」を策定し、2016年 6月に「第

3次堺市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画前期推進プラン」を作成、生活環境の保全と公衆衛生の向上を

図りつつ、一般廃棄物の適正処理及び減量化・リサイクルに努めてきた。 

 本計画及び本プランに基づき、一般廃棄物の減量等様々な取組を推進した結果、社会情勢の変化や消費

者意識の動向などの影響も受けながら、ごみ排出量は家庭系・事業系ともに減少しており、一般廃棄物の

減量化が進んでいる状況にある。 

 最終目標の達成に向けて、更なる一般廃棄物の減量化・リサイクルが必要な状況にあることを踏まえ、

これまでの取組状況を検証するとともに、廃棄物を取り巻く社会経済情勢の変化、法令等の変遷等と整合

を図りながら、一般廃棄物の適正処理及び減量化・リサイクルの促進が必要であることから、改定を行う

ものである。 

 

  ＜法令等の変遷（2016年度以降）＞ 

   2018年 6月 「第 4次循環型社会形成推進基本計画」閣議決定  

          「廃棄物処理施設整備計画」閣議決定 

          「廃棄物処理基本方針」の改定  

   2019年 5月 「プラスチック資源循環戦略」の制定 

          「食品ロスの削減の推進に関する法律」の公布（2019年 10月 1日施行） 

 

２．ごみ処理の現状と取組状況 

 

（１）計画目標の達成状況 

○ 現行計画においては、2020年度を中間目標年度、2025年度を最終目標年度とし、ごみの排出に関す

る目標として「1 人 1 日あたり家庭系ごみ排出量」、「1 日あたり事業系ごみ排出量」、リサイクルに関

する目標として「リサイクル率（事業系一般廃棄物減量等計画書の報告値を含めない場合）」、「リサイ

クル率（事業系一般廃棄物減量等計画書の報告値を含める場合）」、「家庭系リサイクル率」、ごみの処

理・処分に関する目標として「清掃工場搬入量」、「最終処分量」の７つの目標を掲げている。 

○ これらの目標の 2020 年度中間目標達成状況は表１のとおりである。家庭系及び事業系ごみ排出量、

清掃工場搬入量、最終処分量は減少傾向にあり、「1 人 1 日あたり家庭系ごみ排出量」と「１日あたり

事業系ごみ排出量」は、中間目標を達成しているが、リサイクル率及び家庭系リサイクル率については、

基準年度を下回るなど減少傾向にあり、目標に対する達成状況は十分と言えない状況となっている。 

 

 

 

 

資料 4 
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 2019年度 

（実績） 

2014年度 

（基準年度） 

2020年度 

（中間目標） 

2025年度 

（最終目標） 

中間目標 

達成状況 

1人 1日あたり家庭系ごみ排出量 643グラム 680グラム 659グラム 560グラム 達成 

1日あたり事業系ごみ排出量 235トン 290トン 237トン 226トン 達成 

リサイクル率 

【事業系一般廃棄物減量計画書の

報告値を含まない】 

17.3％ 18.9％ 20.6％ 24.0％ 未 

リサイクル率 

【事業系一般廃棄物減量計画書の

報告値を含む】 

27.2％※ 25.2％ 28.5％ 32.9％ 未 

家庭系リサイクル率 16.6％ 19.7％ 20.2％ 24.9％ 未 

清掃工場搬入量 25.3万トン 27.7万トン 25.0万トン 21.0万トン 未 

最終処分量 2.4万トン 2.8万トン 2.3万トン 1.7万トン 未 

※ 2018年度実績 

（注）台風 21号（2018年度）による災害ごみを除く 

 

（２）ごみの排出状況 

 

※ これまでの資料を基に作成予定 

 

３．改定に向けた主な検討内容について（令和元年度第 2回堺市廃棄物減量等推進審議会資料抜粋） 

 

（１）今後の計画目標について 

  「１人１日あたり家庭系ごみ排出量」は 2016年度に前倒しで中間目標を達成、その他の目標につい

ても概ね減少傾向にあるが、リサイクル率及び家庭系リサイクル率においては、現在減少傾向にある。

これまでの進捗状況を踏まえて今後のごみ量予測を行う。 

（２）ごみの減量化・リサイクル推進に向けた具体的施策について 

  最終目標の達成に向け、現在実施している施策を継続的に実施するとともに、更なる減量化・リサイ

クル推進のため、新たな具体的施策について、検討を行う。 

（３）施設整備を含めた安全・安心体制のあり方について 

  発生したごみを安全かつ安定的に処理するとともに、市民生活の安全・安心のため、廃棄物処理施設

整備計画を踏まえた災害に強い施設の更新・整備等について、検討を行う。 

 

 

 

 

～表 1 計画目標の達成状況～ 
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３．改定について 

 

（１）基本的な考え方 

○ 堺市では、2016 年 3 月に策定した現行計画で「ともに取り組み、実現する。環境負荷の少ない『循

環型のまち・堺』（市民・事業者・行政等様々な立場がともに減量化・リサイクルを進めることで、「循

環型社会」の実現を図る）」を基本理念に、「４Ｒのさらなる推進」、「ごみに関わる多様な主体の連携・

協働」、「環境に配慮した安全・安心で安定的な処理体制の構築」の３つの基本方針のもと一般廃棄物の

減量及び適正処理を進めてきた。 

○ 国では、2016年度現行計画の策定以降、「第 4次循環型社会形成推進基本計画」及び「廃棄物処理施

設整備計画」閣議決定、「食品ロスの削減の推進に関する法律」の公布・施行、「プラスチック資源循環

戦略」の策定など、廃棄物行政を取り巻く環境は大きく変化している。また、2015 年度に採択された

「持続可能な開発目標（SDGs）」について、関連する各課題を解決するとともに、SDGs の 17 のゴール

の達成にも貢献する必要がある。 

○ また、堺市では、10 年後を見据え市が取り組むべき方向性を示す「（仮称）次期堺市基本計画」、脱

炭素・資源循環・自然共生等各環境分野を総合的に盛り込み、2050 年の長期的な環境の将来像等を掲

げる「（仮称）堺環境戦略」が 2020年度に新たに策定予定であり、市における行政計画も今年度大きく

変わることが予想される。 

○ 堺市のごみ総排出量は、2012 年度以降減少しており、家庭系ごみ、事業系ごみについても年々減少

している。その一方でリサイクル量については、2014 年度以降減少しており、リサイクル率について

も、目標値との乖離が進んでいる状況にある。 

○ これらの状況を踏まえ、堺市では、これまでと同様の施策だけではなく、今後のごみの減量化・リサ

イクルが可能な対象を把握し、対象を明確にした具体的な施策を多岐にわたり実行していく必要があ

る。また、廃棄物の現状を取り巻く環境が急速に変化するなかで、今後更なるごみの減量化・リサイク

ルを進めていくには、今年度策定予定の市の上位計画や関係法令等との整合性を図りながら、より実効

的な内容について検討するべきである。その検討の際には、計画期間を現行計画と同じ今後 5 年間に限

らず、上位計画とあわせ、今後 10 年間など長期を見据えた計画にすることも合わせて検討するべきで

ある。 

 

（２）計画目標について 

１）「ごみの排出に関する目標」 

  「1人 1日あたり家庭系ごみ排出量」及び「１日あたり事業系ごみ排出量」は、いずれも減少傾向で

あるが、最終目標達成に向けて、現在実施している施策を継続して実施するとともに、今後も新規・拡

充施策を実施し、更なるごみの減量に努めていく必要がある。 

  ただし、「1人 1日あたり家庭系ごみ排出量」については、「家庭ごみ有料化の導入」状況に大きく影

響をうけるものであり、計画目標は、有料化を含め、ごみ減量化に関する様々な施策による対策効果を

慎重に検討する必要がある。 

２）「リサイクルに関する目標」 

  「リサイクル率（事業系一般廃棄物減量等計画書を含まない場合）」は 2015年度以降、家庭系リサイ
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クル率については、2014 年度以降低下傾向にあり、目標値との乖離が進んでいる状況にある。なお、

「リサイクル率（事業系一般廃棄物減量等計画書を含める場合）」は、減量計画書のリサイクル量が増

加傾向にあったが、現在は横ばいとなっており、リサイクル率についても横ばいとなっている。 

 最終目標達成に向けて現在実施している施策を継続して実施するとともに、今後も新規・拡充施策を

実施し、更なるリサイクルを促進していく必要がある。 

堺市では、ごみの減量が進んでおり、市全体のごみ排出量は減少しているが、「リサイクル率」は低

下している状況にある。 

今後もリサイクル率が低下することが予想され、計画目標としての「リサイクル率」の在り方につい

て、今後のごみ及びリサイクル量の推移等を考慮し、計画目標の変更も視野に検討を行うべきである。

また、今後更なるリサイクルを促進していくなかで、市全体のリサイクル量等のより正確な数値の把握

に向け、積極的に努めていくべきである。 

３）「ごみの処理・処分に関する目標」 

  「清掃工場搬入量」及び「最終処分量」は、家庭系ごみ及び事業系ごみ排出量と同様に減少傾向にあ

る。 

  最終目標達成に向けて、現在実施している施策を継続して実施するとともに、今後も新規・拡充施策

を実施し、更なるごみの減量に努めていく必要がある。 

  今後減量を進めていく際には、「清掃工場搬入量」の約 30％を占める事業系ごみの適正処理及び減量

化・リサイクル施策を積極的に実施していく必要がある。 

 

【参考】将来推計の試算結果（現状のまま推移した場合） 

 1 人 1 日あ

たり家庭系

ごみ排出量 

1 日あたり

事業系ごみ

排出量 

リサイクル

率① 

リサイクル

率② 

家庭系リサ

イクル率 

清掃工場搬

入量 

最終処分量 

2018年度実績 646g 239t 18.3％ 27.7％ 17.4％ 25万 3000t 2万 4000t 

2025年度推計 599g 226t 17.2％ 27.6％ 15.2％ 23万 6000t 2万 t 

2025年度目標 560g 226t 24.0％ 32.9％ 24.9％ 21万 t 1万 7000t 

 

 

４．今後の施策展開（方向性） 

 

（１）減量化・リサイクル 

○ 本審議会では、2008 年 9 月の答申で、家庭ごみ有料化の導入と合わせて、有料化を導入する場合の

あり方とその運用方法、想定される問題及び市民周知のあり方について提言を行った。 

○ 現行計画策定時の 2015 年 8 月の答申では、「堺市としては、家庭ごみ有料化について、できる限り

早期の導入を図ることが必要である。」としている。 

○ 前回答申を踏まえ、堺市では、ごみの処理状況や減量に関する情報発信を行いながら、社会経済情勢

等を注視しつつ慎重に検討が進められてきたが、近年家庭系ごみ排出量が減少傾向にあること、2020年

度の中間目標を前倒しで達成していることなどから、現時点で家庭ごみ有料化の導入には至っていな

差し替え予定 
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い。今後、家庭ごみ有料化の導入にあたっては、引き続き、堺市の現況、社会経済情勢等を注視しなが

ら、慎重に検討していく必要がある。 

○ 今後のごみの減量化・リサイクルにおいては、家庭ごみ有料化をごみの減量化の最終手段とし、現在

実施している施策を継続的に実施するとともに、市民に向けたごみ減量化・リサイクルに関する情報発

信の強化、古紙類の新たなリサイクル体制の構築、食品ロスを含む生ごみの削減、ごみと資源の分別徹

底など新たなごみの減量化・リサイクル施策を重点的に検討・実施していくことが必要である。また、

古紙類の新たなリサイクル体制の構築は、今後リサイクルを促進するうえで必須であり、行政回収の全

市実施や集団回収の未実施地域の解消や制度見直しなど新たな制度構築の早期実施に努めていくべき

である。 

 

  

１）家庭ごみ有料化の導入 

 ・家庭ごみ有料化については、ごみの減量化・リサイクル施策の最終手段として、本市における家庭系

ごみ排出量の推移、社会経済情勢等に注視しながら、導入に向け、今後も引き続き検討していくこと

が必要である。 

 ・導入に向けて、市民のごみ減量意識の向上を図るため、家庭ごみ有料化の意義や減量効果、堺市のご

み処理状況などについて、十分な情報発信を行うことが必要である。 

 ・導入を検討する際には、具体的な制度設計については、2008年 9月の答申を踏まえつつ、2008年以

降の市及び社会経済情勢等状況の変化を勘案して、適切かつ実効的な手法を検討していくことが必

要である。 

 

２）家庭系古紙類の回収強化【特に重点的に検討・実施すべき取組】 

・古紙の回収（リサイクル）については、リサイクル促進の効果的手段として、すでに実施している集

団回収に加えて、市による分別収集及び拠点回収などの行政回収の早期実施を図ることが必要であ

る。 

・古紙の行政回収を新たに実施する際には、古紙の市況等社会経済情勢等を注視しながら、導入時期や

具体的な制度設計についてより効果的な手法を検討していくことが必要である。 

・集団回収については、対象品目に新たに追加した雑がみ（その他古紙類）の市民周知を進めていくと

ともに、実施・未実施地域の現状把握に努め、減少が続く集団回収量の増加に向け、他市などの先進

事例を参考に検討を進めていく必要がある。 

・行政回収及び集団回収以外の古紙のリサイクル施策（情報発信等も含めた）についても今後検討を進

めていく必要がある。 

 

３）食品ロスを含む家庭系生ごみの減量【特に重点的に検討・実施すべき取組】 

・生ごみの 80％を占める水分を取り除く「生ごみの水きり」について、さまざまな手法を検討、効果

的な手法について積極的に情報発信を行うとともに、水きり以外の生ごみの減量への取組を検討・実

施、市民周知を推進していく必要がある。 

・軽易かつ低廉な生ごみの減量方法である「生きごみさん」を継続して実施しながら、ごみの減量化
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につながる生ごみ減量の具体的施策を検討していく必要がある。 

・2019年 10月に「食品ロスの削減の推進に関する法律」が施行され、食品ロスの削減は社会的課題と

なっており、食品ロスに関する実態の把握や分析を進め、食品ロスである手つかず食料品や食べ残し

等の削減を促す新たな具体的施策を検討、実施していくことが必要である。 

 

４）使い捨てプラスチック削減の推進 

・2019 年 5 月に「プラスチック資源循環戦略」が制定され、海洋プラスチック問題の解決は世界的な

課題となるなか、マイバッグやマイボトルの利用促進等に努め、市民に対し、使い捨てプラスチック

削減に関する情報発信を行う必要がある。 

・2019 年 10 月に市と市民活動団体と小売事業者で締結した「使い捨てプラスチック削減に関する協

定」のネットワーク等を生かしながら、使い捨てプラスチック削減に関する取組を推進していく必要

がある。 

 

５）リユースの推進 

 ・リユースについては、民間事業者等が独自に様々な取組をすでに進めており、民間事業者等と連携

し、フリーマーケットやリユースアプリに関する情報提供やイベント等に置けるリユース食器の普

及促進など、あらゆるリユースの機会等について、情報発信を進めていくなど、市民が利用しやすい

リユース環境の整備等を実施していく必要がある。 

 ・また、リユースを推進するにあたっては、市民のリユースに関する意識や利用状況の把握など実態把

握に努める必要がある。 

 

６）ごみと資源の分別徹底【特に重点的に検討・実施すべき取組】 

・生活ごみの中にリサイクル可能なものが、約 20～25％程度含まれており、各資源（缶・びん、ペッ

トボトル、プラスチック製容器包装、小型金属など）に適正排出するよう、啓発シール貼付やごみの

残置を行うなど分別の徹底を行うべきである。 

・古紙類については、主に集団回収への排出を積極的に促すとともに、新たに古紙類のリサイクル体制

を構築する際には、分別徹底に向けた積極的な情報発信を行う必要がある。 

 

７）ごみの減量化、リサイクルに係る情報発信の強化 

・ごみの減量に関心がある層への情報発信は従来施策を継続して実施していくが、今後はごみの減量

にあまり関心がない層に向けてごみ減量化・リサイクルに関する新たな情報発信を検討・実施して

いく必要がある。 

・排出者意識の高揚に向けて、広報さかいや回覧板等とともに、ごみ分別アプリ「さんあ～る」や SNS

などの電子媒体を活用したごみの排出・処理状況や減量化・リサイクルの取組に関する情報発信を強

化することが必要である。 

・ごみの出し方やリサイクルの情報について、重点的な啓発を行うべき対象を把握し、より市民にわか

りやすい情報提供及び啓発を進めていくことが必要である。 

・ごみの排出方法等について記載しているパンフレット「資源とごみの出し方便利帳」は、定期的に内
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容の見直しを行うべきであり、ごみの減量化・リサイクルに関する新たな情報発信も兼ねた内容に刷

新し、広く市民に周知することが必要である。 

・施設見学や出前講座等による環境教育のより一層の強化を図るとともに、各種教育機関等と連携し

た周知・啓発など、特に若年層に対する啓発強化に向けた検討を進めることが必要である。 

 

８）事業系一般廃棄物のリサイクル体制の整備 

 ・事業系一般廃棄物の組成の中で約 52％をリサイクル可能な古紙類、厨芥類が占めており、更なるリ

サイクルの余地が残されている。 

・事業系一般廃棄物の組成の中で約 22％を占める古紙類については、事業系古紙回収協力店制度の拡

大、関係団体等との連携により、当該ルートへの誘導を図ることが必要である。 

・また、今後リサイクル可能な事業系古紙の清掃工場搬入禁止も視野に、より充実した事業系古紙のリ

サイクル体制の整備について、新規施策を検討・実施することが必要である。 

・事業系一般廃棄物の組成の中で約 29％を占める厨芥類（食品廃棄物）については、食品ロス削減や

食品リサイクル法の普及啓発に努め、食品関連事業者の自主的・主体的な取組を促すとともに、リサ

イクル事業者に関する情報提供等、市域内におけるリサイクル体制のルート構築を行うことが必要で

ある。 

 ・事業用大規模建築物の所有者に義務付けられている減量等計画書の提出については、制度開始から一

定期間経過し、指導等によるごみの減量も一定進んできたと考えられる。今後、更なる減量化・リサ

イクルのため、減量計画書の記載内容の充実による実態に即した情報の把握に努めるとともに、計画

書提出事業者の対象拡大など、制度の充実に努める必要がある。 

 

（２）収集運搬 

○ 適正な収集運搬体制は構築されており、経費削減を進めているが、依然としてごみ処理経費に占める

収集運搬経費の割合が高いことから、収集運搬経費の縮減に努めていくことが必要である。 

○ 今後、本市において、更なる高齢化が進むと考えており、高齢社会への対応を行いながら、高齢者を

含む社会的弱者への対応策を検討していくことが必要である。 

 

１）家庭系ごみの既存分別収集の整理 

・小型金属の収集量が少ないこと、資源物の分別収集費が高額であることや市民意識調査の結果から、

資源物の収集頻度が分別協力意識に影響すると考えられることなどを踏まえ、より適切な分別収集品

目や収集方法・頻度等について検討を進めることが必要である。 

・不燃小物類についても、小型家電及び水銀使用廃製品の拠点回収の開始などに併せて対象品目につ

いて、随時見直しを行ってきたが、本来生活ごみや小型金属に排出することが適切な品目が混入して

いる状況であるため、制度の周知徹底や品目の見直しを検討する必要がある。 

・アルミの回収が可能となるクリーンセンター東工場第 2 工場の破砕施設再稼働時に併せて、不燃物

及び金属類の分別並びに収集運搬体制の整理について検討を行っていく必要である。 

 

２）高齢者等への対応 
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・2020 年 5 月に高齢者等を対象とした、生活ごみ（資源等を含む）のごみ出し支援が開始されたが、

今後も高齢化が進むことから、関係部局と連携のもと増加に伴うニーズを把握し、対象要件の緩和等

更なる制度充実に努めていく必要がある。 

 ・市では、複数の分別品目があり、その排出方法は高齢者等にとっては、煩雑なものとなっている。今

後は、高齢者が分別しやすい排出方法や分かりやすい情報発信の検討を行う必要がある。 

・また、高齢化に伴い排出の増加が予想される「紙おむつ」（事業系一般廃棄物）のリサイクルについ

ても、国のガイドラインに基づき検討を行っていく必要がある。 

 

 

３）ごみの排出方法の周知や指導の徹底 

・事業系ごみの組成のなかで、一部産業廃棄物の排出も見受けられており、廃棄物管理責任者に対す

る啓発や事業所訪問による指導を更に徹底するとともに、クリーンセンター内での搬入物検査の強

化など更なる徹底を図ることが必要である。 

・「事業系一般廃棄物減量等計画書」の提出を義務付けている事業用大規模建築物の所有者に対し、訪

問件数の増加など、指導の強化を図ることが必要である。 

・処理困難物については、引き続き、具体的な処理先に関する情報発信を充実させるなどの対策を推進

することが必要である。 

 

４）清掃工場自己搬入制度の適正化 

・年間つうじて、ほぼ全日で自己搬入の受付を行っているが、他市と比較しても搬入可能日数が多く、

今後は事前申込制の導入や持込工場の区別指定、土日祝のいずれかの搬入停止など、施設内及び周辺

地域の安全確保の観点から検討を進めることが必要である。 

 

５）事業系ごみ収集運搬制度の検討 

 ・事業系ごみの収集運搬及び搬入に係る制度のあり方について検討を進めることが必要である。その

際、事業所から排出される一般廃棄物及び家庭から排出される生活ごみを有料で毎日収集を行う「継

続ごみ制度」について、制度開始から長期間経過しており、今後のあり方等について検討を行う必要

がある。 

 ・事業系ごみについては、排出者責任の明確化による適正処理の推進を図る観点から、少量排出事業者

の排出実態の把握に努め、その対応について検討を進めることが必要である。 

  

 

（３）中間処理（最終処分を含む） 

○ クリーンセンター東工場第二工場及び臨海工場の 2 工場体制でごみの処理を行い、両工場の定期修

繕などの際に東工場第一工場で補完的に処理を行っているが、東工場第一工場は老朽化が進んでおり、

今後長期間の運転が困難な状況となっている。 

○ また、現状の 2工場体制では、全国的に見ても稼働率の高い状態が継続しており、今後安全・安心で

安定的なごみ処理体制の確保が将来的に難しくなる可能性があることが懸念される。 



9 

 

○ 一方で、太平洋沖の南海トラフ沿いで発する「東南海・南海地震」の発生確率が今後 30 年で 70～

80％と言われているなど、いつ発生してもおかしくないこと等を踏まえると、災害時に備えて、焼却

施設の分散配置を図るとともに、災害廃棄物処理を見据えた一定の余力を確保することが必要である。 

○ 廃棄物処理施設整備計画（2018年 6月 19日閣議決定）においては、災害時に「通常の廃棄物処理に

加え、災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理するための拠点と捉え直し、平素より廃棄物処理の広域

的な連携体制を築いておくことが必要」「地域の防災拠点として、大規模災害時にも自立分散型の電力

供給や熱供給等の役割を期待」、「大規模な災害が発生しても一定期間で災害廃棄物の処理が完了する

よう、広域圏ごとに一定程度の余裕をもった焼却施設及び最終処分場の能力を維持する等、代替性及

び多重性を確保しておくことが重要である。」との考え方が示されており、今後清掃工場を建設する際

には、災害発生時を考慮することが必要である。 

○ また「市町村単位のみならず、広域圏での一般廃棄物の排出動向を見据え、廃棄物の広域的な処理や

廃棄物処理施設の集約化を図る等、必要な廃棄物処理施設整備を計画的に進めて行くべき」との考え

方が示されており、南大阪地域の中核的役割を担うべき本市としては、将来的なごみ処理の広域化も

視野に入れた中での判断が求められる。 

○ 施設配置について、「ごみ焼却場」として都市計画決定しているのは東工場及び南工場の 2か所であ

る。臨海工場については、建築基準法第 51 条ただし書き許可による暫定的な施設として、PFI 方式に

より建設し運営する施設であり、その契約期間は 20 年となっていることから、清掃工場用地として長

期的に確保することはできず、また、本市では市域広範にわたり市街化が進んでいることから、清掃工

場用地の確保は困難である。 

○ このことから、南工場については、今後も清掃工場用地であると明確に位置付けることが適当であ

る。そのうえで、将来的な清掃工場配置として、収集運搬効率及び CO2 排出量の削減の観点からも、

現在の東工場及び南工場の敷地内において順次更新を図っていくことで、長期的なごみの安全・安心な

処理体制を構築することが適当である。 

○ 新清掃工場建設にあたっては、老朽化しているリサイクルプラザの併設も併せて検討する必要があ

る。また、リサイクルプラザの併設を検討するにあたっては、減量化施策との整合性を図りながら、施

設の更新・整備を図っていく必要がある。 

 

 

１）中間処理施設の更新 

①ごみ焼却施設の更新 

・東工場第一工場については、老朽化が著しく進んでいるが、現在他の 2工場の補完施設としての役割

を担っており、今後長期間の稼働は困難にある。 

・東工場第二工場は、1997 年に稼働開始、2012～2013 年度に基幹改良工事による延命化を行ったが、

焼却施設の計画から建設までは、通常約 10年間の長期間を要するため、今後新工場の建設について、

早期に施設整備計画を策定、着実に新工場の整備を進めていく必要がある。 

・新工場建設の際には、現在の 2工場体制による高稼働率の解消に努める必要があるとともに、平常時

のごみ排出量等の見通しに加え、災害対応やごみ処理の広域化、長期的視点からの安定的なごみ処理

体制の確保の観点も踏まえ、必要な処理能力を継続的に確保する必要がある。また、地域の防災拠点
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としての機能を有するなど地域に新たな価値を創出するなど、地域への貢献についても併せて検討

を行う必要がある。 

 

 

②資源化施設の更新 

・リサイクルプラザについては、老朽化が進んでおり、今後長期的に安定した処理を実現するために

は、新清掃工場との併設も視野にいれながら、減量化施策と整合のとれた資源化施設の更新・整備を

図っていく必要がある。 

 

２）環境負荷への配慮 

・環境への負荷をできる限り低減するため、今後とも適正な定期点検設備を適確に実施するとともに,

引き続き適切な運転管理を実施していくことが必要である。 

・廃棄物発電等のごみ処理時に発生する熱エネルギーの有効利用を促進することで、低炭素社会の実

現に貢献していくことが必要である。 

  

３）災害に強い処理体制の構築 

・大規模災害時に備え、広域圏における本市役割について検討するとともに、老朽化が進んでいる施設

の更新・改良と併せて、施設の強靭性を確保していくことが必要である。 

・今後の新工場の建設など施設整備等にあたっては、災害時においても処理が可能となる充分な処理能

力の確保、災害時の緊急電源として廃棄物発電の活用や防災拠点としての機能確保などについて検討

することが必要である。 

 

４）ごみの減量化・リサイクルの推進による最終処分量の削減 

・2032 年度以降の大阪湾フェニックス計画が定まってないことを踏まえ、臨海工場における溶融処理 

の継続実施を含め、ごみ減量化・リサイクルを推進し、最終処分量を可能な限り削減することによ

り、フェニックス最終処分場の延命化に寄与していくことが必要である。 


